






れを受けて、世界の温室効果ガス排出量の 24％（IEA, CO2 Emissions from Fuel Combustion 
2017）を占める運輸部門では、内燃機関の使用を徐々に減少させ、BEVや PHEVなどの次
世代自動車への転換を図る動きが活発化している1）。しかし、BEV・PHEVが世界全体の




























で約 520万台2）の乗用車向けの充電器が設置されている（IEA, 2019）（以下の図 2を参照）。
2018年の世界全体の EVによる電力消費は 58TWhとなっている。これは 2017年のス
ウェーデンの総電力消費とほぼ同じである。EVの最大の市場となっている中国で、その
うちの 80％が消費されている。Well-to-Wheel基準では、EVによって年間 3800 Mt CO2-
eqの二酸化炭素が放出された。これは EVの普及が同程度の内燃機関車が放出するとさ




























世界の EV新車販売台数は 2300万台、保有台数は 1億 3000万台とされていたのに対し
























































インド政府による電気自動車普及政策は「FAME（Faster Adoption and Manufacturing 






3年間で FAMEスキームには合計 100億ルピー（1億 4500万ドル）に及ぶ予算が割り振
られ、これは同スキームに割り当てられた全予算の 10％にあたる。
　・韓国















段となる企業平均燃費（CAFE：Corporate Average Fuel Economy Standard）の見直しを
発表した。この見直しは排出基準等を緩和するものであった。さらに 2019年 9月には基
準設定の権限を連邦政府に一元化する「One National Program Rule」を発表した。この発
表に対し、カリフォルニア州をはじめとする 22の州は、適用除外取り下げの撤回を求め
訴訟を起こした。というのも、米国の排ガス規制に関しては、カリフォルニア州は 2009













て、日本は 2030年度の温室効果ガス排出量を 2013年度比で 26％削減するという目標を
掲げた。運輸部門においては、2030年度の排出量目安を 2013年度の 2億 2500万トンか















































と自動車取得税（6万 8100円）が非課税となり、自動車税は 75％軽減されて 2万 2000円




































































Variable Obs Mean Std.Dev Min Max
DS 47 0.6808511 0.4711864 0 1
DL 47 0.7446809 0.4407545 0 1
DT取得 47 0.0638298 0.2470922 0 1
DT定期 47 0.2765957 0.4521508 0 1
Income 47 2906.66 465.4404 2273 5348














Coefficient P＞t Coefficient P＞t Coefficient P＞t
DS －0.0056 0.7620 －0.0156 0.3870 0.0060 0.7810 
DL 7,176.3000 0.7040 0.0084 0.6640 0.0282 0.1980 
DT取得 －0.0597 0.1300 －0.0439 0.2600 －0.0038 0.9310 
DT定期 0.0179 0.3740 0.0127 0.5320 0.0317 0.1810 
Income 0.0001 0.0000 0.0001 0.0000 
SDZfacility 287.0426 0.0950 172.8821 0.3860 
Constant －0.0664 0.3950 0.0262 0.6440 0.1870 0.0030 
















ここでは『Global EV Outlook 2019』（IEA, 2019）のデータを用いた。データ数（国数）
は 14である6）。説明変数には次のものを用いた。Facility：公共用充電設備、ZEV 

































Obs Mean Std.Dev. Min Max
Share（BEV＋PHEV） 14 6.317143 11.73538 0.07 46.42
ZEVmandate 14 0.2142857 0.4258153 0 1
Fiscal incentives（Vehicle） 14 0.9285714 0.2672612 0 1
Industrial policies 14 0.3571429 0.4972452 0 1
Building regulations（chargers） 14 0.8571429 0.3631365 0 1
Incentives（chargers） 14 0.9285714 0.2672612 0 1
IncomePPP 14 45849.91 14648.21 18116.05 74357.05
SDZfacility 14 539.7774 642.5468 17.07317 2306.272
表 5　クロスセクション分析結果
（In）Share（BEV＋PHEV） Coefficient P＞t Coefficient P＞t Coefficient P＞t
ZEV mandate 1.2325 0.8530 －5.3568 0.5840 2.4635 0.6960 
Fiscal incentives（Vehicle） （omitted） －8.8354 0.6220 －0.8388 0.9380 
Industrial policies 1.0161 0.8850 4.8499 0.6510 －1.4267 0.8170 
Building regulations（chargers） －1.0642 0.9200 9.2938 0.5540 －3.4982 0.7250 
Incentives（chargers） －3.7357 0.7500 （omitted） （omitted）
IncomePPP 0.0002 0.4400 0.0005 0.0830 
SDZfacility 0.0146 0.0110 0.0164 0.0020 
Constant －5.4967 0.6790 －18.4927 0.3520 1.2165 0.9010 



























IncomePPP 0.0006 0.0040 
SDZfacility 0.0094 0.0000 
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